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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
総括研究報告書 

 
がん診療連携拠点病院等の実態把握とがん医療提供体制における均てん化と集約化のバランスに関する研究 

研究代表者 若尾 文彦 国立がん研究センター がん対策研究所 事業統括 
 

研究要旨：がん診療連携拠点病院等は従来がん医療の均てん化を目的に整備が進められてきたが、小

児がん、希少がん、がんゲノム医療などの非常に専門性が高い分野にがん対策の焦点が当てられるに

つれ、診療提供側は集約化を行うことで患者の受療という視点からの均てん化を効率的に確保する必

要性が再認識されている。しかし、集約化や専門分化をしつつ患者の受ける医療を均てん化すること

は、正しいデータに基づき、有用な要件に対応した役割分担ができて初めて可能になるため、その出

発点としての指定要件の整備に向けた関係者の意見交換・コミュニケーションは極めて重要である。

本研究は、データを提供しつつそれらに基づくコミュニケーションによって指定要件の議論が円滑に

進むというデモンストレーションを行うことを目標とした。 

がん診療連携拠点病院等、小児がん拠点病院等、がんゲノム医療中核病院等それぞれについて、関係

者の意見交換や関連研究班との連携をしつつ知見をまとめて指定要件や今後の方向性への情報提供

に活用した。特にがん診療連携拠点病院等については、厚労省の検討ワーキンググループに資する意

識交換や論点の抽出を行ったことで、公式のワーキンググループの基礎が提供され円滑に検討が進ん

だといえる。このような研究班の活用は公式の議論を活性化するのに有用と考えられた。 

 
研究分担者氏名・所属機関名・職名 

 
松本 公一 国立成育医療研究センター 

小児がんセンター 
センター長 
 

吉田 輝彦 国立がん研究センター 
中央病院遺伝子診療部門  
部門長 

 
後藤 励  慶應義塾大学 

経営管理研究科・教授 
 
東 尚弘  東京大学 大学院 

医学系研究科公衆衛生学教室 
教授 

 
市瀬 雄一 国立がん研究センター 

がん対策研究所 
医療政策部・研究員 

 
力武 諒子 国立がん研究センター 

がん対策研究所 
医療政策部・研究員 

 
伊藤 ゆり 大阪医科薬科大学 

医学研究支援センター医療統計室 
室長・准教授 

 
Ａ．研究目的 
平成 19年に施行されたがん対策基本法第 2条で

定められた基本理念の一つとしてがん医療の均て

ん化が定められている。一方で実態は実感として

の地域格差は繰り返し指摘されている。少なくと

も診療提供側の要素、例えば専門医は地域偏在が

明確にあり、提供体制の地域差の証左となってい

る。それでも、患者の受療の視点からの均てん化が

達成されているためには、専門医の提供する医療

と非専門医の提供する医療が同等であるか、受診

のための移動に関する系統的な支援があることの

いずれかが満たされないはずであるが、それは考

えづらく、医療提供体制の地域差は、直接患者の受

ける医療の地域差につながっている可能性が高い。 
少なくとも、がん診療連携拠点病院の指定につ

いては空白二次医療圏を連携により無くし、また、

通常の二次医療圏よりも実態に即したがん医療圏

を設定することを促すなどの、工夫はなされてい

るものの、その実態と制度の有効性は未検証であ

る。 
 均てん化は必要な一方で、有限な資源の中で必

要な医療を提供する必要であることに鑑みると、

例えば希少がんの治療が全ての施設で分散すると

著しい非効率が生ずる。また、一定程度患者の数が

必要な臨床試験は成り立たないなどの問題もある。

そのため、第３期のがん対策推進基本計画では均

てん化の推進とともに、一部集約化すべき事項が

あると指摘されている。 
 3 年目にあたる令和 4 年度は、がん診療連携拠点

病院の指定要件の見直しの年に当たり、るため、令

和 3 年後半からがん診療連携拠点病院等の指定見

直しに関する検討会が開催され、成人、小児、ゲノ

ムの 3 分野について、それぞれワーキンググルー

プが設置されて具体的な検討が開始されてきた。 
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 本研究においては、前年に引き続き、ワーキング

グループの活動を支援し、その予備的な議論の場

を提供するとともに、引き続きデータの収集を行

った。 
 
Ｂ．研究方法 
 
 
＜小児がん拠点病院等＞ 
公開情報をもとに、各都道府県の小児がん拠点

病院の配置や、その特徴についての検討を行った。

主に、全国がん登録、院内がん登録、および、「小
児がん連携病院を対象とした小児がん医療の質を
表す指標（QI）の作成と小児がん連携病院における
適応に関する研究」による QI データを活用した。 
 
＜がんゲノム医療中核拠点病院等＞ 
厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研

究事業）「がんゲノム医療推進に向けたがん遺伝子

パネル検査の実態調査」と連携をとり、調査結果の

説明・提供受けるとともに、（株）インテージヘル

スケアが独自に医師、がん患者・がん患者家族、一

般生活者に対して実施した、がんゲノム医療に関

するインタビューやインターネットアンケート調

査の概要も参照しながら議論を行い、論点をまと

めた。 
 
＜がん診療連携拠点病院等＞ 
成人のがん診療連携拠点病院については、その指

定要件のワーキンググループと密接な連携をとり、

①指定要件に関する意見交換、と、②現況報告に関

する意見交換を行った。①においては、指定要件が

発出されるまでの間、数時間ごとの集中的な課題

の抽出と意見交換会を行い、そのまとめなどを作

成して、厚生労働省の本ワーキングループの議論

につなげる作業を行った。②においても、現況報告

は、指定要件の確認に使用されることが第一義的

な目標であるものの、その後、がん情報サービスに

おいて公開され、患者の病院選択などに役立てら

れることから、公開すべき情報は何かといったこ

とや、また今後のがん診療連携拠点病院の評価を

しようとして活用することが想定されることに鑑

み、国立がん研究センターの患者市民パネルや、全

国がん患者団体連合会の有志を募り、病院を選ぶ

際にどんな情報が必要かの意見聴取を行った。 
 
③さらに、全国がん登録のデータを使って、募集要

項に定められていた、患者の居住都道府県、居住二

次医療圏内の受療率などの指標の算出と、社会経

済的な特性を地理的な代理指標として定義した生

存率格差などの検討を行った。 
 
 

（倫理面への配慮） 
 各調査は倫理指針の適用などにも鑑みてそれぞ

れの調査・研究機関における倫理審査を受けて実

施された。 
 
Ｃ．研究結果 
各種調査の詳細は分担研究報告に譲り、ここでは

概略をまとめることにする。 
 
＜小児がん拠点病院等＞ 
 都道府県ごとの小児がん（１８歳未満）の年間平

均新規症例数を２０例未満、２０例以上で区分し

つつ、小児がんを診療する病院をグループ分けし、

また、小児がん拠点病院と比較をしたところ、主に

小児がんを専門とする医師数に違いがあり、関連

して患者数も小児がん拠点病院で多いという結果

になった。ALL を例にとり在院日数なども比較し

たが、小児がん拠点病院以外の病院においては、小

児がん拠点病院よりも長い傾向がみられるなど、

一定の差があることが判明した。 
 
 
＜がんゲノム医療中核拠点病院等＞ 
 ゲノム医療のニーズに応じて、適切な診断や治

療に円滑にアクセスできるようにするためには、

診療提供側とては、都道府県診療連携協議会にお

いて提供体制を確認するとともに、指標によって

目標を設定するべきである。ニーズに対応する

CGP のキャパシティによって対象症例の選択も必

要であるし、オンラインや旅費支援などの制度が

必要と考えられる。また、現在は、労働集約的な体

制であり、医師の負担が大きい問題などが指摘さ

れ、その対策を考える必要があるとされた。 
 
＜がん診療連携拠点病院等＞ 
①指定要件の意見交換会 
まず、「がん診療連携拠点病院とは何か」といった、

総論に関する議論が行われた。ここでは、拠点病院

とは、それぞれの地域において国、都道府県のがん

対策の一翼を担う役割を担う施設という位置づけ

を再確認した。また、指定要件中の「望ましい」と

いう表現の意味づけとして、現段階としては「望ま

しい」が、未来的にはそれが指定要件になるである

ということを明記すべきこと、また、キャンサーボ

ードなどのあいまいな言葉の再定義あるいは、書

き下し的に表現を改めることなどの意見が出され

た。 
 
②現況報告に関する意見交換会 
 現況報告はまず、指定要件の確認という性質か

ら、「はい・いいえ」という回答になっているが、

それらはほぼ「はい」でないとがん診療連携拠点病

院になれないということから、病院間での差がな

いことで公開情報としてはほぼ有用性はないとい
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う指摘があった。さらに、同じ「はい」という回答

であってもその内容が異なっている可能性は高く、

その検証は困難であるとの意見が出された。 
 特に診療可能ながん種に関する自施設の専門レ

ベルを自己申告で問う質問はあるものの、その信

ぴょう性については要検証であり、院内がん登録

による診療件数を併せて初めて解釈可能であると

考えられた。他にも、様々な意見が出された。 
 
③データの解析 
 受療場所については、都道府県内簡潔割合が

85%、二次医療圏は 66%であった。これらはがん種

によって傾向がかわり、また、都道府県内、二次医

療圏内、でも傾向が異なった。3 年生存率を用いた

地理的なばらつきも検討され、それらが明らかに

なった。また、データの可視化も一定の試みがなさ

れた。 
 
Ｄ．考察 
＜小児がん拠点病院等＞ 
小児がん拠点病院、連携病院における体制整備に

おいては、人員配置や診療患者数に大きな差があ

ることが改めて確認された。小児がん拠点病院は

その他の病院よりも小児がん診療数は多いものの、

１－A として分類した比較的診療数の多い病院に

おいては、小児がん専門医一人当たりの診療数は

拠点病院と変わらないことが示された。また、ALL
における在院日数は、拠点病院とそれ以外で下が

ったものの、緩和ケア加算の算定数は有意差がな

かったことからも、緩和ケアの体制は十分に行わ

れている可能性があると考えられた。 
 
＜がんゲノム医療中核拠点病院等＞ 
意見交換会などにより様々な見方が明らかになっ

たが、制度設計において、目標となるような指標を

設定することや、その体制の運営においてはゲノ

ム中核や拠点病院だけではなく、がん診療連携拠

点病院が総合的にかかわっていくことが重要であ

り、その情報へのアクセスを患者へ提供すること

が重要であり、また、その運営全般について効率化

を検討するべきであるとまとめられよう。 
 
＜がん診療連携拠点病院等＞ 
がん診療提供体制あり方に関するワーキンググル

ープ・成人がん診療連携拠点病院の構成員を対象

として意見交換会を行うことは、公式のワーキン

ググループの議論を活性化し、時間が足りない中

での検討を補足するのに有用であると考えられた。

公式の議論は数が少なく不十分になりがちである

とともに、なかなか新しい論点が提起されたり、こ

れまでにない視点が導入されることがないと思わ

れるが、今回のがん診療連携拠点病院指定要件は

大幅に改定され、がん診療連携拠点病院の役割が

再確認されたことは画期的な成果であると考えら

れる。 
 また、現況報告のあり方についても活発な意見

が出された。ここでも繰り返しそのデータの信頼

性や、公開の有用性についての課題提起がなされ

た。現況報告は、指定要件の確認は第１義的な役割

である者の、その役割についても客観的なデータ

を活用して週欧州系することでの正確性の確保や

病院の負担軽減おこない、本当に病院に自己申告

してもらうべき内容に絞るなどの改善が考えられ

る。これらを参考に今後有用な現況報告が作成さ

れることが望ましい。 
 データについては地理的な診療完結率は今後の

都道府県ごとの、診療連携協議会などで検討を継

続する必要がある。 
 
Ｅ．結論 
 この研究班は、がん診療連携拠点病院等の指定

要件の検討に資する基礎的なデータや意見収集を

研究班によって提供する新しい試みであるが、特

に成人拠点において、多様な意見やデータを集約

して検討を円滑に進めるモデルとなったと考えら

れる。研究班を活用することで、広い範囲での焦点

の絞った情報の収集・提供が可能になったと考え

られる。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  なし 
 
Ｇ．研究発表 
1.  論文発表 
1. 齋藤義正，高橋宏和，若尾文彦．がん対策推進

基本計画に基づいたがん化学療法チーム研修

の役割．日本公衆衛生雑誌 2022 Apr 8. doi: 

10.11236/jph.21-128. 

2. 力武諒子、渡邊ともね、山元遥子、市瀬雄一、

新野真理子、松木明、太田将仁、坂根純奈、伊

藤ゆり、東尚弘、若尾文彦。がん診療連携拠点

病院等の指定要件に関する調査。厚生の指標

69(6)15-21,2022 

3. 力武 諒子、渡邊 ともね、山元 遥子、市瀬 雄

一、新野 真理子、松木 明、太田 将仁、坂根 

純奈、伊藤 ゆり、東 尚弘、若尾 文彦：がん

診療連携拠点病院等の指定要件関連の詳細に

関する実態 病院 81巻 5号 （2022年 5月）

Page436-441 

 
 2.  学会発表 
1. 若尾文彦 臨床知識を伝える 第 7 回日本臨

床知識学会学術集会 2023.2 東京 
2. 若尾文彦 国の第 4 期がん対策推進基本計画.

第 20 回日本臨床腫瘍学会学術集会 2023.3 
福岡 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 1. 特許取得 
 なし 

 
 2. 実用新案登録 
 なし 
 3.その他 
 なし
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
分担研究報告書 

 

「次期がん対策推進基本計画に向けて小児がん拠点病院・連携病院と 
成人がん拠点病院等との連携に関する研究」 

 
研究分担者：松本 公一 国立成育医療研究センター 小児がんセンター長 

 
研究要旨 

本研究は、小児がん拠点病院・連携病院の指定要件の妥当性を検証し、より集約化を進めるための

基礎資料を提供することを目的としている。今回、小児がん情報公開資料と QI 研究参加している小

児がん連携病院類型１の 104 施設を対象とした QI データから構造指標および過程・結果指標データ

を解析した。1-A 施設は、成人病院との連携を進めるため、がん連携拠点病院の都道府県協議会など

に積極的に参画することが求められている。 
類型 1 の中で患者数の少ない 1-B 施設であっても拠点病院あるいは 1-A 施設と同等の治療・支援

が行われている可能性が示唆された。しかしながら、療養支援担当者数は差があり、診療県の人口か

ら 1-A になり得ない県での連携病院では新入院患者数あたりの死亡率が高いことが示された。2023
年度以降の実際の層別化により、実際の集約化・均てん化の進捗状況に注視する必要がある。 

 
A. 研究目的 
がん医療の均てん化は、がん対策基本法第 2条で

定められた基本理念の一つであるものの実態とし

ては専門医の偏在など地域差の存在が指摘されて

いる。第２期のがん対策推進基本計画において、

重点的に取り組むべき分野として小児がんが取り

上げられ、2013年に７つのブロックで 15の拠点

病院が誕生した。2019年に誕生した小児がん連

携病院は、地域の「質の高い医療及び支援を提供

するための一定程度の医療資源の集約化」を図る

ために、小児がん拠点病院によって指定される。

2022年 9月現在 144施設あり、３つの類型に分

けて指定されている。小児がん連携病院類型１

（＝類型１）は地域の小児がん診療を行う連携病

院で 全国に 107施設あり、標準的治療が確立し

ており均てん化が可能ながん種について、拠点病

院と同等程度の適切な医療を提供することが可能

な医療機関と定義されている。しかし、地域によ

って選定要件は異なり、質が一定ではないことが

問題となっている。 

 今回の研究では、情報公開資料から類型 1の層

別化シュミレーションを行い、小児がん拠点病院

QIおよび小児がん連携病院 QIの共通指標を比較

することで、類型 1の層別化の意義と課題を明ら

かにすることを目的とする。 

 

B. 研究方法 
診療患者数に関して、2021 年に収集した “小

児がん情報公開資料”

（https://www.ncchd.go.jp/center/activity/cancer
_center/cancer_hospitallist/index.html）を基に

層別化を推定した。また、厚労科研費「次期がん

対策推進基本計画に向けて小児がん拠点病院およ

び連携病院の小児がん医療・支援の質を評価する

新たな指標開発のための研究（20EA1801）」（研

究代表者：松本公一）で 2021 年に収集した

2020 年の QI 結果を用いて構造指標、過程・結果

指標を比較した。 
 2021 年に収集した情報公開資料には、2018 年

から 2020 年までの３年間の診断時年齢 18 歳以下

の初発小児がん患者診療数（ 院内がん登録に基づ

く）がある。今回の層別化には、この３年間の平均

初発小児がん患者診療数をもとに、年間新規症例

数が 20 例以上を 1-A、20 例未満を 1-B として層

別化を行い、解析した。 
 また、2016 年から 2019 年の全国がん登録集計

から、その県において小児がん新規診断数が 20 に

満たない県が 17 県ある。そのうち 1-A となる病
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院が存在する 3 県（和歌山、富山、石川）を除い

た 14 県で 1-B 施設しか存在しなかった。その 14
県のうち３県で複数の小児がん連携病院が存在し

ており、計 18 病院に関しては、1-B(S) として別

途解析をおこなった（図１）。 

 
 

（倫理面への配慮） 

「小児がん診療に適合した医療の質を表す指標
（Quality dicator:QI）の作成と小児がん拠点病院
における適応に関する研究」は、国立成育医療研
究センターの倫理審査委員会にて承認を得ている
（課題番号 1315, 2016年 12月 05日承認）。また、
「小児がん連携病院を対象とした小児がん医療の
質を表す指標（QI）の作成と小児がん連携病院に
おける適応に関する研究」は、国立成育医療研究
センターの倫理審査委員会にて承認を得た（課題
番号 2020-265,2021 年１月４日承認）。 
 
C. 研究結果 
類型１の 107 施設中 104 施設（98.1%）から連
携病院 QI が提出されており、この 104 施設で
QI 解析をおこなった。 
 

1) 小児がん連携病院の層別化に関する地域差の
検討 
 2018 年から 2020 年までの３年間の年間平均

新患数 20 例以上を類型１-A とした場合、39 施設

が相当し、病院数では類型１の 37.5% (39/104)、
患者数は 61.0% (1128/1848)を占めていた。拠点病

院を含めると、１-A の病院数は拠点＋類型１の

28.3% (39/119)、患者数は 39.5% (1128/2858)であ

った。 
ブロック別で解析した場合、1-A/1-B 比率は、北

海道(2/2)、東北(2/4) 関東・甲信越(15/19) 東海・

北陸(6/11) 近畿(7/10) 中四国(2/13) 九州・沖

縄(5/9) であり、中四国ブロックで 1-B の比率が

高い傾向にあった（図 2）。なお、県内発症数が 20
例未満で 1-B しか存在しない県での連携病院（1-
B(S))は、東北、中四国に多く存在していた。また、

1-A、1-B の小児病院比率はそれぞれ 12.8%(5/39)、
6.2%(4/65)であった。 

 
 
２）層別化した小児がん連携病院の構造指標に関
する検討 
 QI から構造指標の検討をおこなった。小児が

ん専門医数は 1-A, 1-B は拠点病院よりも有意に少

なかった（表１・図４）。しかし、小児がん専門医

１人あたりの新入院患者数は、拠点病院、1-A 間で

差はなく、1-B はほぼ半数と有意に少なかった。小

児がん認定外科医数に関して、1-A, 1-B は拠点病

院よりも有意に少なく、小児がん認定外科医１人

あたりの新入院固形患者数は、拠点、1-A, 1-B の

順であった。放射線治療専門医は、1-B で有意に少

なかった。病理専門医、専門・認定看護師数、専

門・認定薬剤師数、緩和医療認定医・専門医・指導

医数は、拠点、1-A, 1-B 間で配置に差はなかった。

療養支援担当者数は、1-A, 1-B は拠点病院よりも

有意に少なかった（図３）。さらに、1-B(S)とそれ

以外の 1-B 施設とを比較検討したところ、有意差

はないものの、1-B(S)では療養支援担当者数が少

ない傾向にあった。逆に、小児がん相談員専門研
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修修了者は、1-B(S)はそれ以外の 1-B 施設と比較

して、有意に多かった。 
 

 

表１ 層別化した小児がん連携病院の構造指標

 
 
３）層別化した小児がん連携病院の過程・結果指
標に関する検討 
ALL 患者の診療実数、在院日数は年間１例以上

診療している施設から得られた情報をもとに算出

した。すなわち、1-A 38 施設中 35 施設、1-B 64
施設中 51 施設、拠点病院 15 施設から得ている。

ALL 患者の診療実数は、1-A で 4.91±0.42 人、1-

B で 4.67±0.60 人、拠点病院で 9.07±1.53 人で

あり、拠点病院で有意に（p<0.01）多く診療して

いた。ALL 患者の在院日数に関しては 1-A、1-B
間で有意差を認めなかったが、拠点病院よりも長

い傾向にあった（それぞれ、平均 45.6±8.0 日、

83.2±11.6日、73.1±8.2日）（拠点vs1-A: p<0.05)。 
 

表２ 層別化した小児がん連携病院の過程・結果指標

 
 
死亡患者数は拠点、1-A、1-B でそれぞれ平均 5.3
±0.84 人、2.2±0.30 人、0.8±0.13 人（p<0.001）
であった。小児がん新入院患者数あたりの死亡率

は、拠点、1-A、1-B でそれぞれ 7.98±1.17%、7.35

±0.93%、6.24±0.99% と有意差はなかった。死

亡 30 日前に緩和ケア加算を算定した率は、それぞ

れ平均 42.2±11.7％、25.8±7.09％、43.3±8.25％
であった。  
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 過程・結果指標に関して、1-B サブグループ解

析を行なった。1-B(S)とそれ以外の 1-B 施設とを

比較検討したところ、ALL 患者の診療実数、在院

日数、死亡患者数、死亡 30 日前に緩和ケア加算を

算定した率は、２群間に有意差はなかった。しか

し、小児がん新入院患者数あたりの死亡率は、1-
B(S)で、２倍程度高く有意差を認めた。 
 

D.考察 
現在までに、類型１の人員配置、診療患者数に

大きな差が認められ、現状の枠では不十分な可能

性が示唆されていた。 

今回の検討によって、拠点病院と新しく層別化し
た類型 1-A, 1-B 施設の間に構造指標で明らかに
差がある指標と、全く差の認められない指標があ
ることが明らかになった。病理専門医、専門・認
定看護師数、専門・認定薬剤師数、緩和医療認定
医・専門医・指導医数は差のない構造指標であっ
たが、これらは小児がん診療に特化した指標では
ないことが、その要因として考えられた。 小児
がん診療患者数に規定される構造指標として、小
児がん専門医数は、1-A, 1-B は拠点病院よりも有
意に少なかったが、小児がん専門医１人あたりの
新入院患者数は、拠点病院、1-A 間で差はなく、
それぞれの病院での経験値に差がない可能性が示
唆された。しかし、1-A 施設でも、小児がん専門
医が存在しない施設も存在することは問題である
と考えられた。小児がん認定外科医は、1-A, 1-B
は拠点病院よりも有意に少なく、小児がん認定外
科医１人あたりの新入院固形患者数も有意差を認
めることから、拠点病院と連携病院での経験値の
差は大きい可能性が示唆された。療養支援担当者
数は、1-A, 1-B は拠点病院よりも有意に少なく、
さらに、1-B を細分化した検討でも、1-B(S)でよ
り少なくなる傾向にあった。このことは、1-B の
ような小児がん入院患者が少ない施設において、
十分な支援がなされていない可能性を示唆するも
のであり、今後の課題となる。 

 過程・結果指標を見ると、ALL 入院患者の在
院日数は、1-A, 1-B は拠点病院よりも有意に長く
なっていた。このことは、地方の病院では通院に
かかる距離などの問題が関与しているかもしれな
い。死亡患者の新入院患者数あたりの割合は、拠
点病院、1-A, 1-B 間で有意差がなく、十分な医療
が行われている証左となりうる指標と考えられ
た。また、死亡 30 日前に緩和ケア加算を算定し
た率も有意差がなかったことから、十分な緩和医
療の提供も行われている可能性が示唆された。 
 今回の検討では、小児がん拠点病院 QI および
小児がん連携病院 QI の過程・結果指標に十分な
共通項目がないため、多くを比較検討することが
できなかった。今後、共通指標を増やすことで、
拠点病院と連携病院の役割を明確化することが可
能になると考える。 
 

E.結論 

類型 1 の中で患者数の少ない 1-B 施設であって
も拠点病院あるいは 1-A 施設と同等の治療・支援
が行われている可能性が示唆された。しかしなが
ら、療養支援担当者数は差があり、今後の課題と
なると考える。1-A 施設は、成人病院との連携を
進めるため、がん連携拠点病院の都道府県協議会
などに積極的に参画することが求められている。
診療県の人口から 1-A になり得ない連携病院も存
在することが考えられ、今後そのような県に対す
る何らかの方策が必要であると考えられた。2023
年度以降の実際の層別化により、実際の集約化・
均てん化の進捗状況に注視する必要がある。 
 
F.健康危険情報 
該当せず 

 
G.研究発表 論文発表 
１． Matsumoto K, Yamamoto K, Ozono S, 

Hashimoto H, Horibe K. Differences in 
the approaches of cancer specialists 
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toward adolescent and young adult 
cancer care. Pediatr Int. 2021 Dec 
30;64(1):e15119. doi: 
10.1111/ped.15119. 

２． 大園 秀一, 石田 也寸志, 前田 美穂, 大
植 孝治, 上別府 圭子, 清谷 知賀子, 竹
之内 直子, 長 祐子, 湯坐 有希, 家原 
知子, 宮村 能子, 檜山 英三, 松本 公一, 
大賀 正一, 日本小児血液・がん学会長期

フォローアップ・移行期医療委員会 小

児期発症血液・腫瘍性疾患の成人への移

行期支援に関する基本的姿勢 日本小児

血液・がん学会雑誌(2187-011X)59 巻 1
号 Page58-65(2022.05)  

３． 佐藤 聡美, 瀧本 哲也, 小阪 嘉之, 佐藤 
篤, 湯坐 有希, 康 勝好, 角南 勝介, 種
山 雄一, 堀 壽成, 太田 節雄, 松本 公
一, 多賀 崇, 渡辺 新, 滝田 順子, 野村 
恵子, 金兼 弘和, 陳 基明, 早川 晶, 福
島 敬, 加藤 実穂, 大六 一志 小児急
性リンパ性白血病患児における認知機能
の前方視的多施設協同研究 日本小児血
液・がん学会雑誌(2187-011X)58 巻 5 号 

Page424-431(2022.02) 
４． 渡邊 奈美, 佐藤 聡美, 加藤 実穂, 浦山 

ケビン, 清谷 知賀子, 松本 公一 小児
がんにおける日本版認知機能尺度
(CCSS-NCQ)の開発 日本小児血液・が
ん学会雑誌 (2187-011X)58 巻 5 号 
Page419-423(2022.02) 

 
学会発表 

1. 谷山智子, 下村昭彦、清水千佳子, 瓜生英

子, 稲垣剛志, 大石元, 田辺晶代, 久保田

修司, 清谷知賀子, 松本公一：「小児がん

経験者(CCS)の移行期医療（トランジショ

ン）に対する当院の取り組みと課題 -トラ

ンジション・モデル構築の経験から-. 第
19回日本臨床腫瘍学会2022.2.17 京都、口

演 
 

H.知的財産権の出願・登録状況 
（予定を含む） 
該当なし 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
分担研究報告書 

 

「がん診療連携拠点病院等の実態把握とがん医療提供体制における均てん化と 
集約化のバランスに関する研究」における分担研究課題「ゲノム拠点病院の検討」 

 
研究分担者 吉田 輝彦 国立がん研究センター中央病院遺伝子診療部門長 

 
研究要旨 

がんゲノム医療の均てん化に関連する論点として、① がんゲノム医療に関する「指標」を適切に、

多角的に設計し、そこから評価を受ける「目標」を設定することが重要。② その指標・目標の議論に、

がん診療連携拠点病院の都道府県協議会の参画が望ましい。③ がんゲノム医療病院と、それ以外のが

ん診療連携拠点病院の診療連携体制の構築が有用。④ がんゲノム医療の特性を理解し、主治医が適切

な症例を選択することも必要。⑤ 同時に、主治医以外からのがんゲノム医療に関する正しい情報が入

手できることも重要。⑥ がんゲノム医療へのアクセスは、がんゲノムプロファイリング検査へのアク

セスと、検査後の臨床試験などの治療へのアクセスの２つの課題がある。均てん化向上のための交通・

宿泊に関する支援や、オンライン診療（分散型治験等も含む）の推進が必要。⑦ がんゲノム医療病院

では、エキスパートパネル後の治療情報・転帰情報の収集と C-CAT へのデータ登録が負担となってい

る。他院転院例等については、都道府県単位での診療連携が有用である。また、医師以外の入力者の

確保も課題。⑧ 今後、小児がん・造血器腫瘍のがんゲノム医療固有の課題についての検討も必要。 

 
 
Ａ．研究目的 
本研究全体の目的は以下の通り：「がん医療の均

てん化は、がん対策基本法第 2 条で定められた基

本理念の一つであるものの、実態としては専門医

の偏在など地域差の存在は繰り返し指摘されてい

る。均てん化推進のために指定が進められてきた

がん診療連携拠点病院についても空白二次医療圏

をなくすのは難しく、また院内がん登録、相談支援、

キャンサーボード等取組み自体も、施設間差があ

るとされている。一方で資源は有限であり、最近相

次いで開発されている高価な薬物療法は、全患者

が使用することは財政的に不可能ともされている

し、例えば希少がんの治療を全ての施設で分散す

ると 患者の数が必要な臨床試験は成り立たない。

そのため第３期のがん対策推進基本計画では均て

ん化を推進するとともに、一部集約化すべき事項

があると指摘された。しかし、その区別は明確では

なく、本研究の最大の目的はその中で一定の方向

性を見出すことにある。（中略）それらをもとに、

３年目での思考過程のセオリー化、視点の確立と

論点をまとめる。これらをがん診療提供体制の在

り方に関す検討会をはじめとする適切な場へ報告

し検討の資料を提供する」。 
上記の全体目的の中で、今年度の本分担研究課

題では、がんゲノム医療中核拠点病院等を対象に、

がんゲノム医療提供体制に関する課題について視

点を確立し、「論点をまとめる」ことを目的とした。 

Ｂ．研究方法 
がんゲノム医療中核拠点病院の院長およびがん

ゲノム情報管理センター（C-CAT）センター長を構

成員とするがんゲノム医療中核拠点病院等連絡会

議の議長である東京大学医学部附属病院長の瀬戸

泰之先生を班長とする厚生労働科学研究費補助金

（がん対策推進総合研究事業）「がんゲノム医療推

進に向けたがん遺伝子パネル検査の実態調査」

（20EA0601、以下「瀬戸班」とよぶ）は、がんゲノ

ム医療中核拠点病院等連絡会議をその基盤の一つ

として、同会議に報告をしつつ研究を進めている。

瀬戸班活動は、本分担研究課題のがんゲノム拠点

病院の意見収集を行うためには格好の素材となる

ことから、連携を申し込み、2021 年 8 月 30 日に最

初の会議を開催した。今年度は 2022 年 11 月 30 日

に、その後の進捗を踏まえて意見・情報交換を行っ

た。本研究側からは分担研究者の国立がん研究セ

ンター医療政策部の東尚弘ら、および中央病院遺

伝子診療部門の吉田輝彦が参加した。瀬戸班から

は事務局を指揮されている東京大学医学部附属病

院ゲノム診療部長織田克利先生が参加され、2022
年 10 月 10 日の市民公開セミナーで用いた瀬戸班

のアンケート調査結果をまとめた資料（患者アン

ケート・施設アンケート）の説明・提供も受けた。

その他の資料として、（株）インテージヘルスケア

が独自に医師、がん患者・がん患者家族、一般生活

者に対して実施した、がんゲノム医療に関するイ
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ンタビューやインターネットアンケート調査の概

要も参照しながら議論を行った。 
 

Ｃ．研究結果 
がんゲノム医療で病院間連携関連で考えられる課

題として以下の１）～４）をあらかじめ設定し、意

見・情報交換を行った： 
 
１）R4/8/1 の健康局長通知で、「がんゲノム医療中

核拠点病院を 10 カ所程度、がんゲノム医療拠

点病院を 30 カ所程度」と明記された。すなわ

ち、がんゲノム医療中核拠点・拠点病院は今以

上に大きくは増えない（連携病院には制限無し）

状況の中で、がんゲノム医療のニーズの見通し

と、「どこに住んでいても適切な診断や治療にス

ムーズにアクセスできる」状況を達成するため

に、現行の中核拠点・拠点病院で整備が必要な

機能について： 
 
【主な議論】 
・がん診療連携拠点病院の都道府県協議会におい

て、具体的に協議すべき事項として、がんゲノ

ム医療に関するノルマ（指標）の設定が挙げら

れる。目標が設定されていないと、結局、何を

しなくても問題にならないという他人ごとにな

りかねない。 
・がんゲノム医療病院以外にも CGP（がんゲノム

プロファイリング検査）を希望される患者さん

は居るだろう。そのようなニーズに対する拠点

病院の院内の情報提供体制を確認するなどが考

えられる。 
・また、がん診療連携拠点病院は、どこかのがんゲ

ノム医療病院と連携（紐付け）する仕組みを作

ることができれば、患者紹介を促進する一つの

枠組みになるかもしれない。 
・現状の日本の CGP のキャパシティもあり、臨床

的に CGP を必要とする症例をある程度、選択す

ることも必要であろう。 
 
２）地方においては、がんゲノム医療病院（連携病

院含む）の受診にたどりつくまでに苦労すると

聞いているがその原因と対策について： 
 
【主な議論】 
・実際に物理的・地理的な受診の困難がある。交通

費・宿泊費等の支援が望ましい。 
・オンライン診療の可能性（一部の再診、自費診療

の遺伝科ウンセリングやセカンドオピニオンな

どでは行われている）も検討すべきでは？しか

し e-consent も未だ整備途上など、各施設個別の

取り組みに依存するよりは、国としての取り組

みが求められる。 
・がんゲノム医療病院以外の病院で、CGP を提案

できる・提案する医師が少ないだろう。検査に

到達したとしても、その後の治験等の治療を提

供できるか、という問題もある。 
・情報へのアクセスの向上（通院を必須とせずにア

クセス）と、検査後の治療へのアクセス（治験

等）の向上の２つのポイントがある。 
・CGP の情報源・きっかけのほとんどが主治医か

ら、ということは、逆に言えば主治医以外から

の情報発信が現状では十分ではないという可能

性はないか？ 
・PPI なども含め、CGP 受検者以外の調査も行う必

要があるだろう。 
 
３）がんゲノム医療では C-CAT へのデータ登録が

病院の大きな負担になっている。特にエキスパ

ートパネル後の化学療法の内容・効果・副作用

と、転帰の追跡が負担になっており、その中で

も他院からがんゲノム検査だけを受けるために

がんゲノム医療病院を受診し、その後は元の病

院に戻って治療を継続した場合の情報追跡が困

難であると聞いているが、その対策について 
 
【主な議論】 
・都道府県単位でがん医療を受診されている患者

さんが多いと考えると、都道府県単位で連携が

できるとよい。但し、C-CAT レポジトリーへの

入力は CGP 実施施設が担う必要がある。生存情

報等の追跡情報を含む。 
・必ずしも医師が入力しなくてもよいことまで医

師が入力しているという問題。これは各病院の

運用の問題かもしれない。 
・医師以外の入力補助者の人件費の確保が問題に

なる。がんゲノムの補助金で medical clerk など

を雇用できている施設は限られていると思われ

る。そのため、結局、医師のがんばり・超過勤

務期待になってしまう。 
 
４）その他： 
・エキスパートパネル（EP）の当日のみならず、事

前準備（事前レビュー）に相当な時間・専門家

を要しており、たいへんな労働集約型となって

いる。EP の簡略化・合理化なども必要。 
 
Ｄ．考察 

本研究課題に関連する研究班である瀬戸班と

の連携により、若尾班の研究者はがんゲノム拠点

病院の実態把握の取り組みと、そのアンケート調

査の結果等を知ることができた。また、これらが

んゲノム医療提供者側が行う調査とは独立に行

われた民間の「市場調査」の結果もたいへん貴重

な「実態把握」の資料となり、がんゲノム医療の

情報提供、臨床試験を含む治療へのアクセス、病

院の負担等のがんゲノム医療提供体制に係る主

要課題を把握することができた。 
その結果、がんゲノム医療の均てん化に関連す
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る論点として、① がんゲノム医療に関する「指標」

を適切に、多角的に設計し、そこから評価を受け

る「目標」を設定することが重要。② その指標・

目標の議論に、がん診療連携拠点病院の都道府県

協議会の参画が望ましい。③ がんゲノム医療病

院と、それ以外のがん診療連携拠点病院の診療連

携体制の構築が有用。④ がんゲノム医療の特性

を理解し、主治医が適切な症例を選択することも

必要。⑤ 同時に、主治医以外からのがんゲノム医

療に関する正しい情報が入手できることも重要。

⑥ がんゲノム医療へのアクセスは、がんゲノム

プロファイリング検査へのアクセスと、検査後の

臨床試験などの治療へのアクセスの２つの課題

がある。均てん化向上のための交通・宿泊に関す

る支援や、オンライン診療（分散型治験等も含む）

の推進が必要。⑦ がんゲノム医療病院では、エキ

スパートパネル（EP）後の治療情報・転帰情報の

収集と C-CAT へのデータ登録が負担となってい

る。他院転院例等については、都道府県単位での

診療連携が望ましい。また、医師以外の入力者の

確保も課題である。 
一方、小児がん患者や造血器腫瘍患者のがんゲ

ノム医療に関する議論は本研究期間中では十分

に議論ができなかった。希少がんである小児がん

の症例の蓄積は進行中で、造血器腫瘍のがんゲノ

ム医療は未だ保険診療としては始まっていない

こともあり、今後の課題とした。 
 

 
Ｅ．結論 

厚労科研「がんゲノム医療推進に向けたがん遺

伝子パネル検査の実態調査」班（瀬戸班）と連携

し、また民間調査会社による、がんゲノム医療に

関する独立の調査も参考としてがんゲノム医療

に関する実態把握を行った。 
その結果、がんゲノム医療の均てん化に関連す

る論点として、① がんゲノム医療に関する「指標」

を適切に、多角的に設計し、そこから評価を受け

る「目標」を設定することが重要。② その指標・

目標の議論に、がん診療連携拠点病院の都道府県

協議会の参画が望ましい。③ がんゲノム医療病

院と、それ以外のがん診療連携拠点病院の診療連

携体制の構築が有用。④ がんゲノム医療の特性

を理解し、主治医が適切な症例を選択することも

必要。⑤ 同時に、主治医以外からのがんゲノム医

療に関する正しい情報が入手できることも重要。

⑥ がんゲノム医療へのアクセスは、がんゲノム

プロファイリング検査へのアクセスと、検査後の

臨床試験などの治療へのアクセスの２つの課題

がある。均てん化向上のための交通・宿泊に関す

る支援や、オンライン診療（分散型治験等も含む）

の推進が必要。⑦ がんゲノム医療病院では、エキ

スパートパネル後の治療情報・転帰情報の収集と

C-CAT へのデータ登録が負担となっている。他院

転院例等については、都道府県単位での診療連携

が有用である。また、医師以外の入力者の確保も

課題。⑧ 今後、小児がん・造血器腫瘍のがんゲノ

ム医療固有の課題についての検討も必要。 
 

Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 

 

 2.  学会発表 

なし 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。）  

1. 特許取得  

なし  

2. 実用新案登録  

なし  

3.その他  

なし  
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
分担研究報告書 

 

拠点病院の指定要件に関する意見交換会 
 

研究分担者 東 尚弘 東京大学大学院医学系研究科公衆衛生学教室 教授 

研究分担者 伊藤 ゆり 大阪医科薬科大学医学研究支援センター医療統計室 室長・准教授 
研究分担者 力武 諒子 国立がん研究センター がん対策研究所 医療政策部 研究員 

研究分担者 市瀬 雄一 国立がん研究センター がん対策研究所 医療政策部 研究員 

研究協力者 山元 遥子 国立がん研究センター がん対策研究所 医療政策部 研究員 

研究協力者 渡邊 ともね 国立がん研究センター がん対策研究所 医療政策部 研究員 

研究協力者 新野 真理子 国立がん研究センター がん対策研究所 がん登録センター 研究員 

研究協力者 石井 太佑 国立がん研究センター がん対策研究所 がん登録センター 研究員 
研究協力者 松木 明 国立がん研究センター がん対策研究所 医療政策部 特任研究員 

研究協力者 角和 珠妃 国立がん研究センター がん対策研究所 医療政策部 特任研究員 

研究協力者 太田 将仁 大阪医科薬科大学 一般・消化器外科 レジデント 
研究協力者 坂根 純奈 大阪医科薬科大学 乳腺内分泌外科 レジデント 

 
研究要旨 

令和 4 年度でのがん診療連携拠点病院等の整備指針の改訂に向けて、がん診療連携拠点病院等の指

定要件に関するワーキンググループのメンバーともに去年度から引き続き、意見交換会が行われた。

現行の整備指針における課題を検討した上で、整備指針全体での議論後に各指定要件についての議論

を進めた。議論を通じて、現在のがん対策に即した課題について論点を整理することが重要であると

いうことが確認された。さらに、各専門家との議論を経て、指定要件の細部についても議論をし、１

つ１つの指定要件についての議論を重ね、全体の整合性を検討し、がん診療連携拠点病院等の指定要

件に関するワーキンググループへ提言し、整備指針改訂の基となった。 
 
Ａ．研究目的 
がん医療の均てん化は、がん対策基本法第 2 条

で定められた基本理念の一つとして定められてお

り、その一環として、がん診療連携拠点病院等の整

備が進められている。平成 30 年 7 月 31 日施行の

がん診療連携拠点病院等の整備に関する指針は、4
年ごとの見直しが行われており、新型コロナウィ

ルスの影響を受けたものの、令和 4 年夏頃に改訂

を目指している。 
がん対策推進基本計画が進められてきており、

整備指針の設立当初とは、がん医療を取り巻く状

況は異なってきているため、現状の課題を整理し

つつ、現在の資源等も考慮に入れた上での新たな

整備指針を検討する必要がある。本研究では、がん

診療連携拠点病院等の指定要件に関するワーキン

ググループ（以下、拠点 WG）での意見交換会を重

ね、現状の指定要件の課題について議論し、改訂に

向けた方向性を検討することを目的とした。 
 

Ｂ．研究方法 
上記の目的のために、拠点 WG の参加者に対し

て、課題の抽出、議論、論点・視点の整理を実施し

た。 
現状把握のためにアンケート調査を実施し、指定

要件にかかわる課題の抽出を実施した。抽出した

課題を元に、拠点 WG の参加者（資料 1）とともに

意見交換会の場を設け、抽出した課題について議

論をし、指定要件の在り方および方向性について

整理を行った。最終的には、それらの意見を取りま

とめた。昨年度の 4 回に引き続き、今年度は 4 回

（各回約 2-3 時間程度）の意見交換会の実施と、メ

ールによる意見交換も行った。 
 

Ｃ．研究結果 
意見交換会では、まず、がん診療連携拠点病院

等の整備指針の在り方についての総論に関する

議論を実施した。総論の概要は、拠点病院はどの

ような役割を担うか、都道府県拠点や地域拠点等

の相互関係、都市や地方における地域間格差等に

ついて検討をした。 
さらに、各指定要件についても全要件を一つ一

つ検討し、必要な要件やそうでない要件の振り分

け、全ての施設で達成されているため不要とする

ものの討論をし、検討した。委員の意見や各専門

家の意見、前年度に行った拠点病院でのアンケー

トでの意見を参考に、抽象的な表現を具体的なわ

かりやすい表現に変更するよう、議論を重ねた。

地域拠点における高度型の在り方について、高度
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型の目指すべき姿や、どのような役割を担ってい

るかについて再度議論を行い、不要ではないかと

いう意見をまとめた。また、指定要件内で取り扱

われる「望ましい」とされる要件は今後満たすべ

き要件である但し書きの作成や、キャンサーボー

ド等については、要件内での何を表すのかという

定義について検討し、作成した。 
意見交換会で議論した事項については、拠点

WG で再度議論され、がん診療提供体制の在り方

に関する検討会に最終案として提出した。 
 
Ｄ．考察 

各分野の専門家である拠点WGメンバーととも

に総論についての議論をまず深めた。本意見交換

会が目指す先を共有することで、円滑な議論を進

めることができた。また、まず、指定要件にかか

る全体部分について議論を進めることで、方向性

を定めながら進めることができた。 
拠点病院の役割に関しては、がん対策基本法が

施行された当初の状況と、現在のがん対策を取り

巻く状況が変化していることを認識することが

できた。例えば、我が国で多いがんは、胃がん、

大腸がん、乳がん、肺がん、肝がんの 5 代がんで

あったが、現在は、膵臓がんも増えてきているた

め、現状に即した要件を検討する必要性を認識し

た。また、高齢者社会である昨今の状況を鑑みて、

高齢者ついての記載も新たに追加した。 
また、各指定要件に関しては、各専門家からの

意見を取りまとめることで、現在の要件の問題点

や検討すべき方向性について議論をした。多くの

時間を費やし議論し、各指定要件について一つ一

つ丁寧に議論を進めていき、最終的には全体での

整合性についても議論し、統合性のとれた指針案

を作成することができた。 
今回の作成案にあたり、拠点病院で働く全ての

医療者が拠点病院の要件を認識して行うべきも

のであること、患者がよりよい医療を受けるため

の要件であること、要件そのものがわかりやすい

ものであることを強く意識し議論し、そのような

案になったと考える。実際 8 月に発出された指針

はこの提案に基づいて作成されており、十分に貢

献したと考えられる。 
 

Ｅ．結論 
拠点 WG のメンバーとともに、がん診療連携拠

点病院等の整備指針更新に向けて、議論を実施し

た。現在のがん対策に合わせた見直しが行われ、

指針見直しのための十分な議論をすることがで

き、有意義な提言をすることができた。 
 

Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 

１）力武 諒子、渡邊 ともね、山元 遥子、市瀬 

雄一、新野 真理子、松木 明、太田 将仁、坂根 

純奈、伊藤 ゆり、東 尚弘、若尾 文彦：がん診

療連携拠点病院等の指定要件関連の詳細に関する

実態．病院．2022年 5月．第 81巻 第５号．

436(62)-441(67) 

２）力武 諒子、渡邊 ともね、山元 遥子、市瀬 

雄一、新野 真理子、松木 明、太田 将仁、坂根 

純奈、伊藤 ゆり、東 尚弘、若尾 文彦：がん診

療連携拠点病院等の指定要件に関する調査．厚生

の指標．2022年 6月．第 69巻第 6号．15-21 

３）力武 諒子、渡邊 ともね、山元 遥子、市瀬 

雄一、新野 真理子、松木 明、太田 将仁、坂根 

純奈、伊藤 ゆり、東 尚弘、若尾 文彦：がん診

療連携拠点病院等における AYA 世代がん支援体制

2021 年の現況．AYA がんの医療と支援．2023年

(in press) 

 

 2.  学会発表 

なし 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。）  

1. 特許取得  

なし  
 

2. 実用新案登録  

なし  

3.その他  

なし  
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 WG委員 大西 洋 国立大学法人山梨大学医学部 放射線医学講座 教授 

 久保 祐子 公益社団法人日本看護協会 看護開発部 部長 

 小寺 泰弘 
国立大学法人東海国立大学機構名古屋大学大学院医学系研究科 
消化器外科学 教授 

 鈴木 直 学校法人聖マリアンナ医科大学 産婦人科学 教授 

 田村 恵子 
国立大学法人京都大学大学院医学研究科 人間健康科学系専攻 
先端中核看護科学講座緩和ケア看護学分野 教授 

 津端 由佳里 
国立大学法人島根大学医学部附属病院 呼吸器・化学療法内科 
診療教授 

 藤 也寸志 独立行政法人国立病院機構九州がんセンター 院長 

 早坂 由美子 公益社団法人日本医療ソーシャルワーカー協会 理事 

 東 尚弘 
国立研究開発法人国立がん研究センター がん対策研究所 
がん登録センター センター長 

 増田 しのぶ 学校法人日本大学医学部 病態病理学系腫瘍病理学分野 教授 

 増田 昌人 国立大学法人琉球大学病院がんセンター センター長・診療教授 

 松本 陽子 ＮＰＯ法人愛媛がんサポートおれんじの会 理事長 

拠点班代表者 若尾 文彦 国立がん研究センターがん対策研究所 事業統括 

分担・協力者 高山 智子 国立がん研究センターがん対策研究所がん情報提供部 部長 

 伊藤 ゆり 大阪医科薬科大学研究支援センター医療統計室 室長・准教授 

 太田 将仁 大阪医科薬科大学一般・消化器外科 レジデント・大学院生 

 坂根 純奈 大阪医科薬科大学一般消化器・乳腺外科医療統計室 大学院生 

 吉岡 貴史 慶應義塾大学 

 石井 太祐 国立がん研究センターがん対策研究所がん登録センター 研究員 

 市瀬 雄一 国立がん研究センターがん対策研究所医療政策部 研究員 

 角和 珠妃 国立がん研究センターがん対策研究所医療政策部 任意研修生 

 新野 真理子 国立がん研究センターがん対策研究所がん登録センター 研究員 

 松木 明 国立がん研究センターがん対策研究所医療政策部 特任研究員 

 力武 諒子 国立がん研究センターがん対策研究所医療政策部 研究員 

資料 1 がん診療連携拠点病院等指定要件に関する意見交換会 名簿（敬称略） 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
分担研究報告書 

 

拠点病院の現況報告に関する意見交換会 
 

研究分担者 東 尚弘 東京大学大学院医学系研究科公衆衛生学教室 教授 

研究分担者 伊藤 ゆり 大阪医科薬科大学医学研究支援センター医療統計室 室長・准教授 
研究分担者 力武 諒子 国立がん研究センター がん対策研究所 医療政策部 研究員 

研究分担者 市瀬 雄一 国立がん研究センター がん対策研究所 医療政策部 研究員 

    研究分担者 後藤 励 慶應義塾大学 経営管理研究科 教授 

研究協力者 山元 遥子 国立がん研究センター がん対策研究所 医療政策部 研究員 

研究協力者 渡邊 ともね 国立がん研究センター がん対策研究所 医療政策部 研究員 

研究協力者 新野 真理子 国立がん研究センター がん対策研究所 がん登録センター 研究員 

研究協力者 石井 太佑 国立がん研究センター がん対策研究所 がん登録センター 研究員 
研究協力者 松木 明 国立がん研究センター がん対策研究所 医療政策部 特任研究員 

研究協力者 太田 将仁 大阪医科薬科大学 一般・消化器外科 レジデント 
研究協力者 坂根 純奈 大阪医科薬科大学 乳腺内分泌外科 レジデント 
研究協力者 宮脇 敦史 東京大学 公衆衛生学教室 助教 
研究協力者 吉岡 貴史 慶應義塾大学 医学部 衛生学公衆衛生学教室 特任助教 

研究要旨 

がん診療連携拠点病院等の現況報告改訂への提言を行うべく、医療者や患者への意見交換会を行

い、各意見を聴取し、まとめた。今年行われたがん診療連携拠点病院等の整備に関する指針の改訂に

合わせた形にするために、指定要件に関するワーキンググループ委員における意見交換会を行った。

また、がん情報サービスより公開する内容がより患者や医療者にとって有用なものになるように、内

容の更新と変更を検討し、患者へどのような医療情報が必要かの意見を聴取し、それらを反映した提

言を行った。また、現況報告の情報公開そのものについても、医療者や患者が見やすいようにシステ

ムの構築を行った。それら提言に基づき、今年度の現況報告の作成に一定の示唆を提供したとかんが

える。 
 
 
Ａ．研究目的 
平成 30 年 7 月 31 日施行のがん診療連携拠点

病院等の整備に関する指針は、4 年ごとの見直し

が行われており、今年度令和 4 年 8 月に新しく

改訂された。それに伴い、指定要件を満たして

いるかの確認のための拠点病院が記載する現況

報告についても、指針に沿ったものに改訂が必

要となる。 
また、現況報告は、指定要件の確認だけではな

く、内容について、国立がん研究センターのが

ん情報サービスから公開することになっている。

患者の病院を選ぶための有用な情報を集める必

要があり、公開をする必要がある。その現況報

告の公開方法について、現状でもがん情報サー

ビスから公開されているが、施設毎になってお

り、扱いにくいという意見もある。そのため、が

ん情報サービスでの公開方法についても改定が

必要であり、患者が病院を選択するために有用

な情報得ることができ、使いやすいものにする

ようにする必要がある。 
また、各疾患について、特に希少がんについて

はどの施設に治療している施設かが不明瞭で、

医療者や患者にわかりにくい。そのため、どの

施設でどの疾患がどの程度治療されているのか

を明らかにすることも入れ込む必要がある。 
これらを満たすための現況報告書の様式改訂

に向けて提言をするため、医療者や患者へのイ

ンタビューや意見交換会を行って意見を聴取し、

指針に沿った情報の聴取ができるようなものを

作成することを目的とした。さらに、現況報告

をどのように情報公開するかについても検討す

ることを目的とした。 
 

Ｂ．研究方法 
8 月の指針改訂後に、がん診療連携拠点病院等

の指定要件に関するワーキンググループの委員

をはじめとした意見交換会参加者へ、指針に沿

った現況報告の変更を行うべく意見を募り、そ

れに基づき、議論を行う意見交換会を行った。

さらに、がん情報サービスで公開されるべき事

項についても意見聴取した。 
また、患者、医療者が病院を探すための資料と
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して、対応できる疾患について各施設における

公表が必要と考えた。それら疾患の分類を各専

門の臨床医に意見を聞き、一覧を作成した。 
患者への意見聴取は、まず、患者・市民パネル

対象へ行った。がんの診療病院を探す際に、ど

のような病院情報が必要とされているかのアン

ケートを実施し、アンケート回答者のうち 6 名

に個人インタビューを行い、病院情報のニーズ

について聴取した。次に、一般社団法人全国が

ん患者団体連合会の 6 名の患者代表にグループ

インタビューを行い、患者として現状の「病院

を探す」に対しての意見と、どのような情報が

欲しいか、どのようなものであれば見やすくな

るか、情報検索しやすいか等の意見を聴取した。 
現況報告の情報公開に関しては、どういった

項目を公開することに意義があるのかや、どの

ように公開することができるのかを議論した。 
 

Ｃ．研究結果 
現況報告では、指定要件であるもののうち、

要件を満たしているかどうかを、はい・いいえ

で回答するのではなく、詳細記載の別紙を増や

したり、具体的な内容を記載させたりする方針

とした。また、望ましい要件となったものにつ

いても、今後指定要件に昇格するものであるの

で、同様に具体的に記載を求めるような内容に

した。 
また、施設毎の対応可能な疾患については、

希少がんセンターの医師からの意見を聴取し、

我が国に多いがんと、希少がんを含むそれ以外

のがんの各がん種において、診断および各種・

各段階の治療における自施設の専門レベルを

専門：◎、対応可：〇、他施設へ紹介：△で記

入してもらうこととした。専門（◎）：当該がん

を特に専門とする医師がおり、周囲の施設から

患者を積極的に集めている、対応可（〇）：積極

的に患者を集めるわけではないが、自施設で標

準的な対応（診断・治療）が可能、他施設へ紹

介（△）：他の施設に紹介することで対応して

いる。なお、診断あるいはいずれかの治療につ

いて、「専門◎」、あるいは「対応可〇」と記載

した場合は、2020 年、2021 年の治療開始数（院

内がん登録の、症例区分 20, 21, 30)を、 国立

がん研究センターにおいて計算し、症例数も公

開することとした。現況報告の別紙 2 となった

ので、別途添付する。 
インタビューについては、患者から治療前に

知りたかった情報として挙がったものは、以下

の通りである。 
・医師との相性を事前に検討できるものの紹

介 
・医師の紹介方法の工夫 
・チーム医療についての分かりやすい表現 

・入院費用や個室代金が施設間で比較出来る

ように提示 
・患者が最新情報を入手できる工夫 
・初回に医師から「患者必携」の置き場所を伝

え読むように、必ず伝える仕組み 
・再発したときの流れの説明 
・入院期間等の見通しを持てるようクリティ

カルパス等の公開 
・治療役なのか退院後経過観察役か、病院ごと

の役割分担がみえる 
・患者層の違いにより、施設ごとに対応に差が

生じる実態 
・希少がんでは、施設ごとに当該治療法の実施

可否は分かっても、治療実績や施設間での差は

分からないため、施設選びが困難 
・治療法として両論併記されている場合に、当

該施設ではどちらを行っているのか明示 
・治療（手術等）成績関連データと紐付けた形

での成績情報の、適する機関から基準等を含む

解説 
・治験情報、治験データベースの探し方に関す

る解説動画 
これら、ここで集めた意見を基に、現況報告に

入れるべく項目として提言した。 
現況報告の情報公開に関しては、議論をもと

に公開形式について検討をした。Excel ファイル

にて情報が集約されるが、各施設単位でのファ

イルとなるため、全国や地域ごとの施設に現況

報告の内容が確認できるわけではなく、施設単

位でしか確認できないことがわかった。地域ご

とに自分に合った施設等を探すためには、情報

の連携が必要となるため、情報の連携作業を実

施した。さらに、公開方法に関しては、元のファ

イルの特性を活かし、FileMakerProを利用したシ

ステムを構築した。 
 
Ｄ．考察 

今回、新たに 2022 年度の現況報告として発

出された内容に関して、当提言が反映されて作

成されており、十分に貢献したと考えられる。 
現況報告の情報公開に関しては、システムを

開発した。今後、ユーザーによるテストを実施

の上、公開方法についてさらに検討を進めてい

く予定である。 
 

Ｅ．結論 
がん診療連携拠点病院等の整備指針更新に

合わせ、現況報告更新についても有意義な提言

をすることができた。 
 

Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 

なし 
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 2.  学会発表 

なし 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。）  

1. 特許取得  

なし  

 

2. 実用新案登録  

なし  

3.その他  

なし  
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
（分担）研究報告書 

  

がん診療連携拠点病院等の実態把握とがん医療提供体制検討における統計分析： 
全国がん登録資料による検討 

 
研究分担者 伊藤 ゆり 大阪医科薬科大学医学研究支援センター医療統計室 室長・准教授 

研究協力者 太田 将仁 大阪医科薬科大学一般・消化器外科 大学院生 

研究協力者 坂根 純奈 大阪医科薬科大学一般・消化器外科 大学院生 

 
研究要旨 
 がん診療連携拠点病院等の実態把握とがん医療提供体制における均てん化と集約化のバ

ランスに関して、既存の各種統計資料を用いて検討することを目的とし、全国がん登録デー

タの集計表利用申請を行い、(1)居住地地域完結割合や拠点病院の受療割合、(2)生存率と地

域指標との関連、(3)都道府県別データの可視化を行った。居住都道府県内の医療機関で受

療した患者の割合（居住地域完結割合）は全体で 85％、二次医療圏内では 66％であった。

拠点病院受療割合は、居住地域問わず全体では 52%であった。居住都道府県内の拠点病院

を受療した割合は全体で 49％、二次医療圏内の拠点病院の受療割合は 35%と低かった。地

理的剝奪指標 5 分位別でみると、男性では白血病で 13.6％、女性では多発性骨髄腫で 10.9％
と裕福な地域（Q1）に居住する患者と困窮度の高い地域（Q5）に居住する患者の 3 年生存

率の差が大きかった。人口偏在度（DID 居住割合）でみると、人口偏在性が低い地域（Q1）
の患者よりも、人口偏在性が高い地域（Q5）の患者で 3 年生存率が高い場合が多く、その

差が最も大きかったのは男性では脳・中枢神経系で 10.4％、女性で白血病 11.3％であった。

各都道府県におけるがん対策推進計画の策定や進捗評価に利用可能とするために、データ

を可視化し、Web で参照できるようにした。今後、国拠点に加え都道府県独自の拠点病院

のデータも加味した分析や、予後との関連など詳細な分析を行うことで、集約化は必要なサ

ブグループの同定や均てん化の状況把握などの検討が可能となる。 
 

Ａ．研究目的 
本研究課題において、がん診療連携拠点病院等

（以下、拠点病院）の実態把握とがん医療提供体制

における均てん化と集約化のバランスに関して、

既存の各種統計資料を用いて検討することを目的

とした。 
令和 4 年度は全国がん登録資料より 2016-2018

年診断症例を用いて、国指定のがん診療連携拠点

病院における受療割合や純生存率のがん種別、性

別の地域間差について分析した。 
 
Ｂ．研究方法 
使用したデータ 
全国がん登録資料より 2016-2018 年診断症例

3,478,097 名のデータを用いた。 
 
(1) 受療した医療機関の場所 
患者の居住地の所在地と医療機関の所在地の情

報に基づき以下の指標を算出した。 

居住地域完結割合 
・居住都道府県内での受療割合 
 = 居住都道府県内の医療機関で受療した割合

各都道府県の罹患者数
 

・居住二次医療内での受療割合 

 = 居住二次医療圏内の医療機関で受療した割合

各都道府県の罹患者数
 

拠点病院受療割合 
・拠点病院での受療割合 
 = 拠点病院で受療した割合

各都道府県の罹患者数
 

・居住都道府県内拠点病院での受療割合 
 = 居住都道府県内の拠点病院（国指定）で受療した割合

各都道府県の罹患者数
 

・居住二次医療内拠点病院での受療割合 
 = 居住二次医療圏内の拠点病院（国指定）で受療した割合

各都道府県の罹患者数
 

 
受療医療機関が複数ある場合には主たる治療を

受療したとして観血的治療＞放射線治療＞薬物治

療の順に医療機関を決定した。いずれの治療もな

い場合には診断医療機関を受療機関とした。がん

種別、性別、都道府県別に分析した。都道府県別の

地域指標との関連や死亡率との関連を分析した。 
 
(2) 3 年純生存率 

2016-2018 年診断症例を 2018 年末まで追跡し

たデータを用いて、Pohar-Perme 法による 3 年純

生存率をがん種別、性別、年齢階級（0-64/65-74/75-
99）、進展度別（限局、領域、遠隔転移）に算出し
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た。生存解析の対象は性状コードが 3、浸潤がん、

年齢が 100 歳未満の者、また、生存率集計対象区

分が 1 のものとした。 
 
市区町村単位の地域指標 
①地理的剥奪指標：中谷らの Areal Deprivation 
Index（ADI）を用いた[1]。各市区町村の人口で重

み付けした 5 分位に分け、Q1：最も裕福な地域～

Q5：最も困窮度の高い地域とした。 
②DID 居 住 割 合 ： 人 口 集 中 地 区 （ Densely 
Inhabited District）に居住する割合を算出し、人

口の偏在化の指標として用いた。各市区町村の人

口で重み付けした 5 分位に分け、Q1：人口偏在性

が低い地域、Q5：人口偏在性が高い地域とした。 
 
地域指標との関連は分散重み付き回帰分析によ

り 3 年純生存率を目的変数、地域指標 5 分位を説

明変数とした。Q1-Q5 の予測値の差を Absolute 
gap とした。 
解析には Stata17(StataCorp, College Station, 

TX, USA)を使用した。 
 
(3) データの可視化 
 また、上記の分析結果について都道府県におけ

るがん対策に活用できるよう Tableau を用いて、

データの可視化を行った。上記以外にもがん対策

に関連する死亡率、喫煙率、検診受診率などの情報

も併せて関連を可視化できる Web ページを作成し

た。都道府県別の地域指標は人口偏在度と社会経

済指標を別途作成したものを使用した[2]。 
 
Ｃ．研究結果 
(1) 受療した医療機関の場所 
居住都道府県内の医療機関で受療した患者の割

合（居住地域完結割合）は全体で 85％、二次医療

圏内では 66％であった。がん種別にみても居住都

道府県内での受療は脳・中枢神経系の 69%が最も

低く、皮膚の 91％が最も高かった。二次医療圏で

は甲状腺で 48％が最も低く、膀胱の 69%が最も高

かった。 
拠点病院受療割合は、居住地域問わず全体では

52%であった。がん種別には大腸が 44％で最も低

く、口腔・咽頭が 75%と高かった。居住都道府県内

の拠点病院を受療した割合は全体で 49％、二次医

療圏内の拠点病院の受療割合は 35%と低かった。 
都道府県別にみると居住二次医療圏完結割合は

鳥取県で 85％と最も高く、東京都で 51%と最も低

かった。また、居住二次医療圏内の拠点病院での受

療割合は山形県が 59％で最も高く、宮崎県が 20%
と最も低かった。 
 
(2) 3 年純生存率 

2016-18 年診断症例の 2,469,237 例を生存解析

の対象とした。表 3 に地域指標①地理的剥奪指標

5 分位別の 3 年純生存率を性別、がん種別に示し

た。表 4 に地域指標②DID 居住割合 5 分位別の 3
年純生存率を性別、がん種別に示した。 
地理的剝奪指標 5 分位別でみると、男性では白

血病で 13.6％、女性では多発性骨髄腫で 10.9％と

裕福な地域（Q1）に居住する患者と困窮度の高い

地域（Q5）に居住する患者の 3 年生存率の差が大

きかった。 
人口偏在度（DID 居住割合）でみると、人口偏在

性が低い地域（Q1）の患者よりも、人口偏在性が

高い地域（Q5）の患者で 3 年生存率が高い場合が

多く、その差が最も大きかったのは男性では脳・中

枢神経系で 10.4％、女性で白血病 11.3％であった。 
 
(3) データの可視化 

(1)の結果やその他がん対策に使用する各種指標

に関して、各都道府県におけるがん対策推進計画

の策定や進捗評価に利用可能とするために、デー

タを可視化し、Web で参照できるようにした

（ https://public.tableau.com/app/profile/jcip/viz/
CancerDataByPrefecture/Home）。図 1 は(1)の居

住二次医療圏内における受療割合について大阪府

を例に示したものである。 
 
自身の関心のある県名、がん種、性別を選ぶと、

ダッシュボードに各指標と全国地との差が表示さ

れ、大幅に悪い（全国値と 10％以上の差がある）

場合はオレンジ、大幅に良い（全国値と 10％以上

の差がある）場合は緑でダッシュボード上に示さ

れている（図 1、図 2）。各指標をクリックすると、

全国の中での各県の位置づけが提示されたり、過

去と比較したトレンドを表示したり（図 2 右）、関

連する指標との散布図を示したりする（図 3）。 
 
Ｄ．考察 
(1) 受療した医療機関の場所 
都道府県をまたいだ受療は今回検討した比較的

罹患数の多いがん種では少なかった。二次医療圏

内で治療を受けている患者の割合は都会度の高い

都道府県で低い傾向にあった。また、拠点病院での

受療割合に関しては都道府県やがん種によりばら

つきが大きかった。医療機関の多い地域では拠点

病院での受療割合が低い傾向にある。今回は国指

定の拠点病院に限った解析になっているが、国指

定の拠点病院での受療割合が低い都道府県では独

自に拠点病院を指定している。これらを含めた解

析が今後必要である。しかし、都道府県による指定

がなくとも拠点病院での受療割合に大きな差がな

いことも望ましいといえる。今後、全国がん登録デ

ータをさらに詳細に予後との関連等も含めて分析

することで、どのがん種、進展度、年齢の患者が拠

点病院で治療を受けることが望ましいかというよ
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うな集中化が必要なサブグループの同定につなが

る検討が必要と考える。がん種ごとに詳細の分析

を始めており、今後さらなる分析・公表を行ってい

く。 
 
(2) 3 年純生存率 

2016-18 年診断症例を性別、がん種別に 3 年純

生存率を算出し、各地域指標との関連を検討した。

市区町村単位の指標であり、比較的大きな地域を

単位とした指標であるが、地域の困窮度や人口偏

在度と 3 年生存率との関連はいくつかのがん種で

大きかった。全体的な傾向として、困窮度の高い地

域での 3 年生存率が低い傾向がみられ、これは他

の先行研究とも同様の傾向があった[3]。 
 今後、年齢や進展度、発見経緯、拠点病院での受

療かどうかなどの要因との関連も考慮した分析を

行い、格差が生じているメカニズムの検討が必要

である。 
 
(3) データの可視化 
第 4 期がん対策推進基本計画が閣議決定され、

各都道府県では令和 5 年度に策定が必要となるた

め、各都道府県の位置づけを確認するデータが必

要となる。本研究においては特に医療分野の拠点

病院受療割合や居住地域完結割合、また生存率な

どの分析を通して、各地域のがん対策に貢献する

資料作りを行った。今後、二次医療圏や市区町村別

など、各都道府県内でのがん対策の企画・立案・実

施・評価に活用できるデータを整備し、可視化し利

用しやすいようにしたい。 
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表 1. がん患者の居住地域完結割合および拠点病院受療割合：がん種別（全国がん登録 2016～18 年診断） 
がん種 完結割合 拠点病院受療割合 

都道府県 二次医療圏 全体 都道府県 二次医療圏 
全部位 85% 66% 52% 49% 35% 
口腔・咽頭 82% 52% 75% 67% 41% 
食道 84% 60% 66% 59% 39% 
胃 88% 72% 49% 45% 34% 
大腸 90% 75% 44% 42% 32% 
肝臓 76% 61% 45% 41% 30% 
胆のう・胆管 85% 70% 47% 43% 33% 
膵臓 84% 68% 50% 46% 34% 
肺 83% 64% 56% 52% 37% 
皮膚 91% 68% 66% 62% 43% 
乳房 84% 63% 53% 49% 34% 
子宮頸部 88% 66% 65% 61% 43% 
子宮体部 87% 62% 70% 64% 44% 
前立腺 81% 64% 49% 45% 33% 
腎臓、他 82% 62% 56% 52% 37% 
膀胱 83% 69% 45% 43% 34% 
脳・中枢神経系 69% 50% 47% 42% 28% 
甲状腺 73% 48% 49% 45% 30% 
悪性リンパ腫 84% 62% 60% 56% 39% 
多発性骨髄腫 82% 62% 56% 53% 38% 
白血病 83% 59% 58% 54% 37% 
その他 84% 65% 57% 52% 37% 

 
表 2. がん患者の居住地域完結割合（二次医療圏：左）および拠点病院受療割合（居住二次医療圏内：右）

（全国がん登録 2016～18 年診断） 
1 位 鳥取県 85%  1 位 山形県 59% 
2 位 山形県 84%  2 位 広島県 56% 
3 位 新潟県 80%  3 位 岩手県 54% 
4 位 広島県 80%  4 位 秋田県 50% 
5 位 宮城県 79%  5 位 長野県 49%    

    
43 位 奈良県 56%  43 位 鹿児島県 27% 
44 位 鹿児島県 56%  44 位 沖縄県 27% 
45 位 茨城県 52%  45 位 東京都 23% 
46 位 埼玉県 51%  46 位 埼玉県 22% 
47 位 東京都 51%  47 位 宮崎県 20% 
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表3. 地理的剥奪指標5分位別3年純生存率（NS: Net survival）2016-18年診断（全年齢、全進展度） 
 
 
 
  

NS (%) NS (%) NS (%) NS (%) NS (%) NS (%)
Men 口腔・咽頭 65.4 64.3 66.5 62.0 58.8 65.4 63.3 61.0 65.7 66.6 64.5 68.7 67.7 65.7 69.8 67.4 64.9 70.0 -6.1 -9.6 -2.7

食道 50.8 49.7 51.8 49.8 47.6 52.2 50.2 48.3 52.1 51.1 48.3 54.1 52.7 51.0 54.5 50.5 48.1 53.0 -2.1 -4.9 0.7
胃 67.9 67.3 68.5 67.9 66.8 69.0 67.9 66.5 69.4 69.2 68.1 70.4 69.2 68.1 70.3 65.0 63.3 66.8 0.4 -1.2 2.1
大腸 74.2 73.7 74.8 72.5 71.2 73.8 73.9 72.7 75.3 74.2 73.0 75.5 75.3 73.9 76.6 75.7 74.4 77.0 -3.1 -4.7 -1.4
肝および肝内胆管 42.3 41.1 43.6 39.3 36.6 42.2 42.3 39.6 45.2 44.2 41.8 46.7 41.3 38.3 44.5 45.4 42.7 48.2 -4.7 -8.2 -1.1
胆のう・胆管 27.9 26.2 29.6 26.7 23.6 30.2 30.1 27.6 32.8 25.0 20.6 30.4 28.6 24.2 33.9 28.8 25.3 32.9 -0.7 -5.2 3.9
膵臓 14.5 13.5 15.6 13.4 11.2 15.9 14.0 12.1 16.1 15.0 13.4 16.8 16.6 14.5 19.1 14.0 11.2 17.5 -2.3 -5.5 0.9
喉頭 81.8 78.3 84.8 82.2 78.7 85.9 81.0 73.3 89.4 85.9 82.5 89.3 81.3 73.7 89.8 84.4 80.4 88.6 -2.3 -7.5 3.0
肺 36.4 35.7 37.0 34.4 32.9 35.9 35.9 34.4 37.4 37.2 35.8 38.6 37.4 35.9 38.9 37.6 36.3 38.9 -3.1 -4.9 -1.3
皮膚 91.9 89.0 94.0 91.4 86.5 96.5 88.7 82.9 94.9 92.4 87.3 97.8 96.3 93.1 99.6 90.9 82.8 99.9 -6.0 -12.8 0.9
前立腺 93.9 93.4 94.4 93.1 92.1 94.2 94.1 93.0 95.1 93.6 92.3 94.9 95.0 94.1 96.0 93.9 92.4 95.5 -1.4 -2.9 0.1
腎・尿路 72.4 71.0 73.7 71.1 68.5 73.8 72.9 70.3 75.6 72.9 70.7 75.2 72.0 67.9 76.3 72.9 69.7 76.3 -1.4 -5.2 2.5
膀胱 71.5 70.1 72.9 69.1 65.8 72.5 70.8 67.6 74.2 71.5 68.9 74.1 74.3 72.1 76.6 73.1 69.7 76.7 -5.2 -9.3 -1.1
脳・中枢神経系 40.1 37.1 43.0 33.1 23.8 46.1 39.7 35.0 45.0 43.9 40.0 48.3 35.3 28.3 44.0 47.9 44.1 52.0 -10.4 -17.5 -3.2
甲状腺 90.7 88.0 92.8 87.1 80.1 94.8 93.8 91.5 96.2 90.9 84.9 97.3 89.6 84.3 95.3 92.6 89.7 95.6 0.6 -4.1 5.2
悪性リンパ腫 67.1 65.4 68.8 67.9 66.1 69.8 68.2 65.1 71.4 66.7 63.3 70.2 65.8 60.2 72.0 66.7 63.2 70.5 1.6 -2.1 5.3
多発性骨髄腫 55.8 51.5 59.8 52.2 43.8 62.3 56.7 52.2 61.5 60.8 56.3 65.6 60.0 55.2 65.2 52.3 39.9 68.6 -6.0 -16.3 4.4
白血病 53.1 51.1 55.0 48.6 45.4 52.0 54.9 52.4 57.6 56.2 53.2 59.3 51.5 46.0 57.5 55.1 48.7 62.2 -6.1 -11.9 -0.3

Women 口腔・咽頭 68.6 66.9 70.3 64.7 61.7 67.7 65.9 61.6 70.6 70.6 67.4 74.0 71.0 67.7 74.4 71.7 67.4 76.2 -7.9 -12.5 -3.4
食道 49.8 47.0 52.6 50.9 47.4 54.7 49.8 45.6 54.5 47.8 38.9 58.6 51.0 47.5 54.9 48.6 41.4 57.1 0.5 -5.5 6.5
胃 64.0 63.3 64.7 61.3 59.6 63.0 63.0 61.6 64.4 64.8 63.2 66.4 67.5 66.1 68.9 64.5 62.5 66.6 -5.4 -7.6 -3.2
大腸 70.8 70.2 71.4 66.7 65.3 68.2 71.0 69.9 72.1 71.4 70.0 72.9 72.6 71.4 73.8 73.3 71.9 74.7 -5.5 -7.2 -3.8
肝および肝内胆管 37.8 36.2 39.4 34.8 31.8 38.1 36.0 33.0 39.3 37.4 33.2 42.3 38.6 34.9 42.7 44.4 42.1 46.9 -9.6 -13.2 -6.1
胆のう・胆管 23.2 21.9 24.6 23.4 21.7 25.2 21.2 18.3 24.6 23.4 20.4 26.9 24.8 21.3 28.8 24.2 20.6 28.4 -1.1 -4.7 2.4
膵臓 12.5 11.5 13.5 11.1 9.3 13.3 12.1 10.1 14.4 12.6 10.4 15.2 13.5 11.2 16.3 14.0 12.4 15.7 -2.8 -5.2 -0.4
喉頭 82.5 77.0 86.8 81.1 71.5 91.8 83.1 75.4 91.7 77.9 65.6 92.5 89.2 81.4 97.6 81.8 70.8 94.6 -4.8 -17.6 8.0
肺 52.4 51.5 53.3 51.4 49.4 53.5 52.8 51.0 54.7 54.3 52.3 56.3 52.1 50.0 54.3 51.3 49.0 53.8 0.1 -2.6 2.8
皮膚 93.1 90.2 95.2 90.5 85.2 96.1 95.2 92.4 98.1 95.5 92.3 98.8 91.1 82.6 100.5 94.6 91.9 97.4 -0.9 -5.4 3.7
乳房 91.3 90.9 91.7 91.2 90.4 92.1 91.6 90.8 92.4 90.7 89.8 91.7 91.5 90.7 92.2 91.5 90.7 92.3 -0.2 -1.2 0.8
子宮頸部+NOS 74.3 72.8 75.6 68.9 64.7 73.4 73.5 71.0 76.1 77.1 75.3 78.9 75.1 71.7 78.8 76.2 73.1 79.4 -5.3 -9.7 -1.0
子宮体部 82.3 81.4 83.1 80.7 79.1 82.4 81.4 79.0 83.7 82.9 80.8 85.0 82.7 80.5 84.9 83.8 82.4 85.3 -3.0 -5.1 -0.9
卵巣 65.6 64.0 67.1 63.0 60.4 65.6 64.7 60.9 68.7 66.8 64.6 69.0 68.8 65.2 72.5 64.9 60.8 69.2 -4.4 -8.6 -0.2
腎・尿路 65.2 63.0 67.2 58.2 52.3 64.7 64.0 59.6 68.7 67.4 65.0 70.0 68.4 65.8 71.1 71.1 68.7 73.7 -10.2 -15.0 -5.3
膀胱 54.9 52.0 57.7 49.6 43.7 56.2 55.0 49.6 61.0 60.1 56.7 63.7 55.5 48.9 63.0 55.9 48.1 65.0 -7.3 -16.2 1.5
脳・中枢神経系 46.3 44.1 48.4 44.4 39.6 49.7 44.2 39.5 49.5 49.8 46.2 53.7 45.7 41.2 50.8 46.6 40.9 53.1 -2.7 -9.5 4.1
甲状腺 94.6 93.8 95.3 93.9 91.8 96.1 94.3 93.2 95.3 95.5 94.4 96.5 94.7 93.7 95.8 94.6 92.5 96.8 -0.8 -2.9 1.3
悪性リンパ腫 71.4 70.1 72.6 69.9 68.2 71.6 70.1 66.9 73.5 71.7 68.6 74.8 71.7 68.1 75.5 73.8 71.9 75.7 -3.8 -6.3 -1.4
多発性骨髄腫 56.4 52.6 60.0 52.8 46.5 60.1 62.0 58.0 66.3 55.1 47.8 63.6 57.6 49.6 67.1 55.8 44.6 69.8 0.1 -10.8 11.0
白血病 52.7 50.1 55.3 47.6 41.5 54.6 52.8 49.1 56.7 49.1 43.0 56.1 58.7 55.0 62.5 58.6 52.7 65.1 -11.3 -18.1 -4.4

Sex Site
All Q1 Q2 Q3 Q4 Q5 Absolute

gap (%) 95% CI95% CI 95% CI 95% CI 95% CI 95% CI 95% CI
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表 4. DID居住割合 5分位別 3年純生存率（NS: Net survival）2016-18年診断（全年齢、全進展度） 

 

NS (%) NS (%) NS (%) NS (%) NS (%) NS (%)
Men 口腔・咽頭 65.4 64.3 66.5 62.0 58.8 65.4 63.3 61.0 65.7 66.6 64.5 68.7 67.7 65.7 69.8 67.4 64.9 70.0 4.7 1.4 7.9

食道 50.8 49.7 51.8 49.8 47.6 52.2 50.2 48.3 52.1 51.1 48.3 54.1 52.7 51.0 54.5 50.5 48.1 53.0 3.2 0.4 6.1
胃 67.9 67.3 68.5 67.9 66.8 69.0 67.9 66.5 69.4 69.2 68.1 70.4 69.2 68.1 70.3 65.0 63.3 66.8 4.2 2.6 5.8
大腸 74.2 73.7 74.8 72.5 71.2 73.8 73.9 72.7 75.3 74.2 73.0 75.5 75.3 73.9 76.6 75.7 74.4 77.0 4.3 2.7 5.9
肝および肝内胆管 42.3 41.1 43.6 39.3 36.6 42.2 42.3 39.6 45.2 44.2 41.8 46.7 41.3 38.3 44.5 45.4 42.7 48.2 1.7 -1.9 5.4
胆のう・胆管 27.9 26.2 29.6 26.7 23.6 30.2 30.1 27.6 32.8 25.0 20.6 30.4 28.6 24.2 33.9 28.8 25.3 32.9 1.9 -2.6 6.3
膵臓 14.5 13.5 15.6 13.4 11.2 15.9 14.0 12.1 16.1 15.0 13.4 16.8 16.6 14.5 19.1 14.0 11.2 17.5 2.6 -0.5 5.7
喉頭 81.8 78.3 84.8 82.2 78.7 85.9 81.0 73.3 89.4 85.9 82.5 89.3 81.3 73.7 89.8 84.4 80.4 88.6 -1.1 -9.3 7.1
肺 36.4 35.7 37.0 34.4 32.9 35.9 35.9 34.4 37.4 37.2 35.8 38.6 37.4 35.9 38.9 37.6 36.3 38.9 4.7 2.9 6.6
皮膚 91.9 89.0 94.0 91.4 86.5 96.5 88.7 82.9 94.9 92.4 87.3 97.8 96.3 93.1 99.6 90.9 82.8 99.9 4.2 -3.2 11.5
前立腺 93.9 93.4 94.4 93.1 92.1 94.2 94.1 93.0 95.1 93.6 92.3 94.9 95.0 94.1 96.0 93.9 92.4 95.5 4.3 2.8 5.8
腎・尿路 72.4 71.0 73.7 71.1 68.5 73.8 72.9 70.3 75.6 72.9 70.7 75.2 72.0 67.9 76.3 72.9 69.7 76.3 2.1 -1.8 6.1
膀胱 71.5 70.1 72.9 69.1 65.8 72.5 70.8 67.6 74.2 71.5 68.9 74.1 74.3 72.1 76.6 73.1 69.7 76.7 2.0 -1.9 6.0
脳・中枢神経系 40.1 37.1 43.0 33.1 23.8 46.1 39.7 35.0 45.0 43.9 40.0 48.3 35.3 28.3 44.0 47.9 44.1 52.0 7.3 -0.8 15.4
甲状腺 90.7 88.0 92.8 87.1 80.1 94.8 93.8 91.5 96.2 90.9 84.9 97.3 89.6 84.3 95.3 92.6 89.7 95.6 7.8 2.2 13.5
悪性リンパ腫 67.1 65.4 68.8 67.9 66.1 69.8 68.2 65.1 71.4 66.7 63.3 70.2 65.8 60.2 72.0 66.7 63.2 70.5 0.8 -4.2 5.8
多発性骨髄腫 55.8 51.5 59.8 52.2 43.8 62.3 56.7 52.2 61.5 60.8 56.3 65.6 60.0 55.2 65.2 52.3 39.9 68.6 -0.9 -9.0 7.3
白血病 53.1 51.1 55.0 48.6 45.4 52.0 54.9 52.4 57.6 56.2 53.2 59.3 51.5 46.0 57.5 55.1 48.7 62.2 13.6 9.2 18.0

Women 口腔・咽頭 68.6 66.9 70.3 64.7 61.7 67.7 65.9 61.6 70.6 70.6 67.4 74.0 71.0 67.7 74.4 71.7 67.4 76.2 0.9 -4.1 5.8
食道 49.8 47.0 52.6 50.9 47.4 54.7 49.8 45.6 54.5 47.8 38.9 58.6 51.0 47.5 54.9 48.6 41.4 57.1 0.7 -5.3 6.7
胃 64.0 63.3 64.7 61.3 59.6 63.0 63.0 61.6 64.4 64.8 63.2 66.4 67.5 66.1 68.9 64.5 62.5 66.6 3.0 0.8 5.1
大腸 70.8 70.2 71.4 66.7 65.3 68.2 71.0 69.9 72.1 71.4 70.0 72.9 72.6 71.4 73.8 73.3 71.9 74.7 5.6 3.8 7.3
肝および肝内胆管 37.8 36.2 39.4 34.8 31.8 38.1 36.0 33.0 39.3 37.4 33.2 42.3 38.6 34.9 42.7 44.4 42.1 46.9 3.1 -1.5 7.7
胆のう・胆管 23.2 21.9 24.6 23.4 21.7 25.2 21.2 18.3 24.6 23.4 20.4 26.9 24.8 21.3 28.8 24.2 20.6 28.4 2.0 -1.5 5.4
膵臓 12.5 11.5 13.5 11.1 9.3 13.3 12.1 10.1 14.4 12.6 10.4 15.2 13.5 11.2 16.3 14.0 12.4 15.7 1.6 -0.8 3.9
喉頭 82.5 77.0 86.8 81.1 71.5 91.8 83.1 75.4 91.7 77.9 65.6 92.5 89.2 81.4 97.6 81.8 70.8 94.6 3.9 -10.4 18.3
肺 52.4 51.5 53.3 51.4 49.4 53.5 52.8 51.0 54.7 54.3 52.3 56.3 52.1 50.0 54.3 51.3 49.0 53.8 2.5 0.0 5.0
皮膚 93.1 90.2 95.2 90.5 85.2 96.1 95.2 92.4 98.1 95.5 92.3 98.8 91.1 82.6 100.5 94.6 91.9 97.4 4.6 -0.5 9.6
乳房 91.3 90.9 91.7 91.2 90.4 92.1 91.6 90.8 92.4 90.7 89.8 91.7 91.5 90.7 92.2 91.5 90.7 92.3 1.7 0.6 2.7
子宮頸部+NOS 74.3 72.8 75.6 68.9 64.7 73.4 73.5 71.0 76.1 77.1 75.3 78.9 75.1 71.7 78.8 76.2 73.1 79.4 4.6 1.0 8.3
子宮体部 82.3 81.4 83.1 80.7 79.1 82.4 81.4 79.0 83.7 82.9 80.8 85.0 82.7 80.5 84.9 83.8 82.4 85.3 2.8 0.9 4.8
卵巣 65.6 64.0 67.1 63.0 60.4 65.6 64.7 60.9 68.7 66.8 64.6 69.0 68.8 65.2 72.5 64.9 60.8 69.2 3.7 -0.6 8.1
腎・尿路 65.2 63.0 67.2 58.2 52.3 64.7 64.0 59.6 68.7 67.4 65.0 70.0 68.4 65.8 71.1 71.1 68.7 73.7 2.0 -2.4 6.4
膀胱 54.9 52.0 57.7 49.6 43.7 56.2 55.0 49.6 61.0 60.1 56.7 63.7 55.5 48.9 63.0 55.9 48.1 65.0 4.9 -3.9 13.6
脳・中枢神経系 46.3 44.1 48.4 44.4 39.6 49.7 44.2 39.5 49.5 49.8 46.2 53.7 45.7 41.2 50.8 46.6 40.9 53.1 7.9 2.1 13.8
甲状腺 94.6 93.8 95.3 93.9 91.8 96.1 94.3 93.2 95.3 95.5 94.4 96.5 94.7 93.7 95.8 94.6 92.5 96.8 0.7 -0.5 2.0
悪性リンパ腫 71.4 70.1 72.6 69.9 68.2 71.6 70.1 66.9 73.5 71.7 68.6 74.8 71.7 68.1 75.5 73.8 71.9 75.7 8.2 5.3 11.1
多発性骨髄腫 56.4 52.6 60.0 52.8 46.5 60.1 62.0 58.0 66.3 55.1 47.8 63.6 57.6 49.6 67.1 55.8 44.6 69.8 10.9 4.2 17.7
白血病 52.7 50.1 55.3 47.6 41.5 54.6 52.8 49.1 56.7 49.1 43.0 56.1 58.7 55.0 62.5 58.6 52.7 65.1 7.4 1.1 13.6

Sex Site
All Q1 Q2 Q3 Q4 Q5 Absolute

gap (%) 95% CI95% CI 95% CI 95% CI 95% CI 95% CI 95% CI
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図 1. 受療した医療機関の場所に関する割合のダッシュボード（左）と都道府県別居住二次医療圏で受療した患者割合（右）：胃がん、男性（大阪府） 

 

 

ここを 
クリックすると 

→ 
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図 2. 年齢調整死亡率、検診受診率、喫煙率の都道府県別ダッシュボード（大腸がん、男性、沖縄県） 
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図 3. 検診受診率と都道府県別地域指標との関連（大腸がん、男性、沖縄県）
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「厚生労働科学研究費における倫理審査及び 

利益相反の管理の状況に関する報告」                                                                                               
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ンスに関する研究                                        

３．研究者名  （所属部署・職名）がん対策研究所・事業統括                             

           （氏名・フリガナ）若尾文彦・ワカオフミヒコ                   

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
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厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：               ） 
□   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
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当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：               ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

 



令和５年４月４日 
厚生労働大臣 殿                                         
                                                               
                               機関名  国立大学法人東京大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  学長 
                                                                                           
                              氏 名  藤井 輝夫          
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とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

 



2023年 4月 3日 
厚生労働大臣 殿                                                                                  

                               
                              機関名 国立成育医療研究センター 

 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名 五十嵐 隆  
 

   次の職員の令和 4 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理について

は以下のとおりです。 

１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                               

２．研究課題名 がん診療連携拠点病院等の実態把握とがん医療提供体制における均てん化と集約化のバランス

に関する研究                                           

３．研究者名  （所属部署・職名） 小児がんセンター・センター長                                 

    （氏名・フリガナ）  松本 公一・マツモト キミカズ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □ 

 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェックし
一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象とす
る医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2023年 4月 1日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長） 
                          機関名 国立研究開発法人国立がん研究センター 

 
                  所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                          氏 名 中釜 斉               
 

   次の職員の（令和）4 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                                       

２．研究課題名 がん診療連携拠点病院等の実態把握とがん医療提供体制における均てん化と集約化のバラ

ンスに関する研究                                        

３．研究者名  （所属部署・職名）遺伝子診療部門・部門長                      

    （氏名・フリガナ）吉田輝彦・ヨシダテルヒコ                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立がん研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：               ） 
□   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：               ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：               ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：               ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：               ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

 



2023年 4月 5日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長） 
                              機関名 慶應義塾大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 伊藤 公平         
 

   次の職員の（令和）4 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                               

２．研究課題名 がん診療連携拠点病院等の実態把握とがん医療提供体制における均てん化と集約化のバラ

ンスに関する研究                                           

３．研究者名  （所属部署・職名）  大学院 経営管理研究科 教授                 

    （氏名・フリガナ）  後藤 励 （ゴトウ レイ）                   

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項）                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。                       【HY R4-05】 



2023年 4月 1日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長） 
                          機関名 国立研究開発法人国立がん研究センター 

 
                  所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                          氏 名 中釜 斉               
 

   次の職員の（令和）4 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                                       

２．研究課題名 がん診療連携拠点病院等の実態把握とがん医療提供体制における均てん化と集約化のバラ

ンスに関する研究                                        

３．研究者名  （所属部署・職名）医療政策部・研究員                             

        （氏名・フリガナ）市瀬雄一・イチノセユウイチ                       

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立がん研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：               ） 
□   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：               ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：               ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：               ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：               ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

 



2023年 4月 1日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長） 
                          機関名 国立研究開発法人国立がん研究センター 

 
                  所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                          氏 名 中釜 斉               
 

   次の職員の（令和）4 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                                       

２．研究課題名 がん診療連携拠点病院等の実態把握とがん医療提供体制における均てん化と集約化のバラ

ンスに関する研究                                        

３．研究者名  （所属部署・職名）医療政策部・研究員                             

        （氏名・フリガナ）力武諒子・リキタケリョウコ                       

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立がん研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：               ） 
□   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：               ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：               ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：               ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：               ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

 



令和５年５月１日 
厚生労働大臣                                         
（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                       

                              機関名 大阪医科薬科大学 

                      所属研究機関長 職 名 学長

                              氏 名 佐野 浩一       

   次の職員の（令和）4年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に
ついては以下のとおりです。

１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                            

２．研究課題名 がん診療連携拠点病院等の実態把握とがん医療提供体制における均てん化と集約化のバラ

ンスに関する研究                                

３．研究者名 （所属部署・職名）医学研究支援センター医療統計室・准教授

（氏名・フリガナ）伊藤 ゆり・イトウ ユリ                 

４．倫理審査の状況

該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1）

審査済み   審査した機関 未審査(※2)

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3）
 □   ■ □ □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ）
 □   ■ □ □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項）

（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ）

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ）

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ）

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ）

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。


